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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ３．第25期第１四半期連結累計（会計）期間及び第25期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第26期第１四

半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第25期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第26期 
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第25期 

会計期間 
自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日 

自平成23年１月１日 
至平成23年３月31日 

自平成22年１月１日 
至平成22年12月31日 

売上高（千円）  4,907,247  5,007,027  20,508,542

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △597  38,280  4,707

四半期（当期）純利益（千円）  1,309  18,586  2,359

純資産額（千円）  1,713,732  1,554,031  1,664,881

総資産額（千円）  7,537,086  7,616,623  8,179,920

１株当たり純資産額（円）  31,463.09  31,796.05  30,566.22

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 24.04  355.85  43.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  22.7  20.4  20.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 594,393  420,122  651,077

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,409  △2,814  112,401

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △272,233  △164,360  △65,555

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 1,603,264  2,231,496  1,977,112

従業員数（人）  104  103  108



当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（親会社から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員（パートタイマー、人

材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で

記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 103  (34)

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 67  (16)



(1）生産実績 

 当社グループは生産を行っておりませんので、生産実績の記載を省略しております。 

(2）仕入実績 

当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注実績 

 当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載を省略しております。 

(4）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  
セグメントの名称 

  

  
 仕入高（千円） 

  
前年同四半期比（％） 

マーキングサプライ事業  3,358,101  79.8

その他の事業  860,696  232.9

合計      4,218,797  92.2

  
セグメントの名称 

  

  
販売高（千円）  

  
前年同四半期比（％） 

マーキングサプライ事業  3,977,589  88.8

その他の事業  1,029,438  240.8

合計  5,007,027  102.0

相手先 

  
前第１四半期連結会計期間 

  

  
当第１四半期連結会計期間 

  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

アスクル株式会社  612,373  12.5  603,613  12.1



 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。  

  

（1）業績の状況 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要拡大や内需振興に向けた各種経済対策効果によ

り景気回復の兆しが見られたものの、雇用情勢は依然として厳しい状況が続きました。さらに、３月11日に発生し

た東日本大震災は、電力供給や物流網をはじめとする社会インフラに深刻な打撃を与え、今後の日本経済に多大な

影響を与えることが懸念されます。 

当社グループを取り巻く経営環境は、企業収益は回復基調にあるものの、企業の節約志向は未だ根強く、消費需

要は引き続き抑制されており、依然として厳しい状況が続いております。 

このような状況のもと、当社グループは、主力商品であるマーキングサプライ品（プリンタ印字廻りの消耗品）

の販売による安定した収益の確保に努めるとともに、環境関連商品（太陽光発電システム、ＬＥＤ照明など）の販

売を強化してまいりました。 

この結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は5,007百万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は46百万

円（前年同期比358.7％増）、経常利益は38百万円（前年同期は経常損失0百万円）となりました。また、資産除去

債務に関する会計基準の適用や災害による損失等の特別損失の計上により四半期純利益は18百万円（前年同期比17

百万円増）となりました。  

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（マーキングサプライ事業） 

マーキングサプライ事業は、消費需要抑制や販売先の流通在庫調整の影響により、売上高は前年同期を下回るこ

ととなりました。商品区分別の売上高では、トナーカートリッジ2,546百万円、インクジェットカートリッジ961百

万円、ＭＲＯ166百万円、その他売上308百万円となりました。 

以上の結果、当事業における売上高は3,983百万円（前年同期比11.2％減）、営業利益は119百万円（前年同期比

0.8％減）となりました。 

（その他の事業） 

 その他の事業は、政府や自治体の太陽光発電システム等の普及促進政策により太陽光発電システムの販売が好調

に推移し、取扱商品の拡充により輸入家具の売上が急伸いたしました。 

以上の結果、当事業における売上高は1,030百万円（前年同期比107.6％増）、営業損失は0百万円（前年同期は営

業損失20百万円）となりました。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、自己株式の取得や配当金

の支払等において資金を使用しましたが、営業活動において資金を獲得した結果、前連結会計年度末に比べ254百万

円増加し、当第１四半期連結会計期間末は2,231百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は420百万円(前年同期比29.3％減)となりました。これは主に、仕入債務の減少額505

百万円があった一方で、売上債権の減少額525百万円、たな卸資産の減少額302百万円があったこと等によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は2百万円(前年同期比17.5％減)となりました。これは主に、定期預金の払戻による

収入15百万円があった一方で、定期預金の預入による支出17百万円があったこと等によるものであります。  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は164百万円(前年同期比39.6％減)となりました。これは主に、長期借入れによる収

入100百万円があった一方で、自己株式の取得による支出125百万円、長期借入金の返済による支出66百万円、配当金

の支払額22百万円があったこと等によるものであります。  

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  



(1）主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

１. 当第１四半期会計期間において、永瀬則幸氏及びその共同保有者である有限会社エヌ・ジー・エスから

平成23年３月２日付の大量保有の変更報告書の写しの送付があり、平成23年２月24日現在で株式を保有

していない旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所

有株式数の確認ができておりません。 

  

２. 平成23年２月23日開催の取締役会において、自己株式取得を決議し、平成23年２月24日に5,593株を取

得しております。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  220,000

計  220,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年５月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  57,319  57,319

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株制度を採

用していないた

め、単元株式数

はありません。 

計  57,319  57,319 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年１月１日～ 

平成23年３月31日 
 －  57,319  －  628,733  －  366,833

（６）【大株主の状況】



  

①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

退任役員 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       8,444 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式      48,875  48,875 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  57,319 － － 

総株主の議決権 －  48,875 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ハイブリッド・サービス

株式会社 

東京都中央区日本橋蛎殻町

二丁目13番６号 
 8,444  －  8,444  14.73

計 －  8,444  －  8,444  14.73

２【株価の推移】

月別 平成23年１月 ２月 ３月 

最高（円）  28,870  30,950  24,700

最低（円）  19,020  21,500  14,100

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 
営業統括本部
長・環境事業 
推進部長 

篠田 浩之 平成23年５月13日 



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日）及び当第１四半期連結

累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人による

四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,283,091 2,024,996

受取手形及び売掛金 3,034,647 3,529,944

商品 1,580,630 1,926,033

その他 300,702 250,897

貸倒引当金 △30,463 △21,790

流動資産合計 7,168,607 7,710,081

固定資産   

有形固定資産 ※  11,820 ※  12,623

無形固定資産   

のれん 4,811 9,622

その他 7,505 8,401

無形固定資産合計 12,317 18,024

投資その他の資産   

投資有価証券 34,342 33,672

その他 394,242 409,918

貸倒引当金 △4,706 △4,399

投資その他の資産合計 423,878 439,191

固定資産合計 448,016 469,838

資産合計 7,616,623 8,179,920

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,285,486 2,809,198

短期借入金 1,700,000 1,750,000

1年内返済予定の長期借入金 1,346,800 227,200

未払法人税等 8,999 7,305

賞与引当金 17,128 3,754

その他 291,640 218,706

流動負債合計 5,650,054 5,016,163

固定負債   

長期借入金 365,300 1,451,700

退職給付引当金 36,537 35,775

その他 10,700 11,400

固定負債合計 412,537 1,498,875

負債合計 6,062,591 6,515,039



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 628,733 628,733

資本剰余金 366,833 366,833

利益剰余金 1,071,879 1,080,527

自己株式 △475,010 △349,727

株主資本合計 1,592,435 1,726,366

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,923 △2,115

繰延ヘッジ損益 △26,443 △46,228

為替換算調整勘定 △10,037 △13,141

評価・換算差額等合計 △38,403 △61,485

純資産合計 1,554,031 1,664,881

負債純資産合計 7,616,623 8,179,920



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 4,907,247 5,007,027

売上原価 4,485,186 4,553,668

売上総利益 422,061 453,359

販売費及び一般管理費 ※  411,900 ※  406,753

営業利益 10,160 46,605

営業外収益   

受取利息 735 486

受取配当金 103 7

仕入割引 966 976

為替差益 1,391 1,872

その他 678 1,531

営業外収益合計 3,873 4,873

営業外費用   

支払利息 14,078 12,154

その他 553 1,044

営業外費用合計 14,631 13,198

経常利益又は経常損失（△） △597 38,280

特別利益   

貸倒引当金戻入額 12,061 －

特別利益合計 12,061 －

特別損失   

固定資産売却損 540 －

投資有価証券評価損 － 381

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,770

災害による損失 － 5,680

特別損失合計 540 8,832

税金等調整前四半期純利益 10,923 29,447

法人税、住民税及び事業税 4,138 5,244

法人税等調整額 5,475 5,616

法人税等合計 9,614 10,861

少数株主損益調整前四半期純利益 － 18,586

四半期純利益 1,309 18,586



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,923 29,447

減価償却費 2,071 1,862

のれん償却額 6,932 4,811

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,271 8,981

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,496 13,374

退職給付引当金の増減額（△は減少） △684 761

受取利息及び受取配当金 △838 △493

支払利息 14,078 12,154

固定資産売却損益（△は益） 540 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 381

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,770

災害損失 － 5,680

売上債権の増減額（△は増加） 1,540,386 525,040

たな卸資産の増減額（△は増加） △118,156 302,714

仕入債務の増減額（△は減少） △818,029 △505,209

その他 △18,508 39,794

小計 624,939 442,071

利息及び配当金の受取額 1,160 377

利息の支払額 △14,510 △13,315

法人税等の支払額 △17,195 △9,010

営業活動によるキャッシュ・フロー 594,393 420,122

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,448 △17,752

定期預金の払戻による収入 2,325 15,216

有形固定資産の取得による支出 △256 －

有形固定資産の売却による収入 9 －

その他 △40 △278

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,409 △2,814

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △50,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △50,500 △66,800

自己株式の取得による支出 － △125,283

配当金の支払額 △21,733 △22,277

財務活動によるキャッシュ・フロー △272,233 △164,360

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 1,436

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 318,760 254,383

現金及び現金同等物の期首残高 1,284,504 1,977,112

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,603,264 ※  2,231,496



  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

  会計処理基準に関する事項の変更 

  

（1）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用 

    当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企

業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成

20年３月10日）を適用しております。  

    これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

ありません。 

（2）資産除去債務に関する会計基準の適用  

    当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しております。  

    これによる営業利益、経常利益に対する影響額は軽微であり、税金

等調整前四半期純利益は2,864千円減少しております。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

棚卸資産の評価方法 

  

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

定する方法によっております。 



  

  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至

平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         57,319株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          8,444株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

43,319 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

42,372

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

発送配達費 53,717千円 

給与手当  134,358  

地代家賃  38,789  

賞与引当金繰入額  18,496  

退職給付費用 3,879  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

発送配達費 47,803千円 

給与手当  139,683  

地代家賃  37,615  

賞与引当金繰入額  12,753  

退職給付費用 3,955  

貸倒引当金繰入額  9,062  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定 1,621,256

預入期間が３か月を超える定期預金 △17,992

現金及び現金同等物 1,603,264

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定 2,283,091

預入期間が３か月を超える定期預金 △51,595

現金及び現金同等物 2,231,496

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年２月10日 

取締役会 
普通株式 27,234 500 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金 



前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、情報通信機器、設備工事 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  4,479,721  427,526  4,907,247  －  4,907,247

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 7,208  69,038  76,246  (76,246)  －

  計  4,486,929  496,564  4,983,494  (76,246)  4,907,247

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 120,511  △20,089  100,421  (90,261)  10,160

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して事業別セグメントに区分しており、「マーキングサプラ

イ事業」の１つを報告セグメントとしております。  

「マーキングサプライ事業」はマーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッ

ジ他）を中心としたＯＡサプライ品の販売をしております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年３月31日）  

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業、ラベリン

グ事業、ファニチャー事業、ファシリティー事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額△72,817千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△78,832千円が含まれております。その主なものは報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門等

にかかる費用であります。 

      ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

  該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

   

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 

 （注）１  
合計 

調整額 
（注）２  

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  

マーキング 
サプライ事業 

売上高           

外部顧客への売上高 3,977,589 1,029,438 5,007,027 － 5,007,027 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

5,649 1,316 6,965 △6,965 － 

計 3,983,238 1,030,754 5,013,993 △6,965 5,007,027 

セグメント利益又は損失（△） 119,506 △82 119,423 △72,817 46,605 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）



該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。   

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（剰余金の配当） 

平成23年２月10日開催の取締役会において、平成22年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、剰余金の配当（期末）を行なうことを次のとおり決議しました。 

①配当財産の種類及び帳簿価額の総額  金銭による配当 総額 27,234千円 

②株主に対する配当財産の割当てに関する事項      １株当たり500円 

③当該剰余金の配当がその効力を生ずる日        平成23年３月31日 

  

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（リース取引関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 31,796.05円 １株当たり純資産額 30,566.22円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 24.04円 １株当たり四半期純利益金額 355.85円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  1,309  18,586

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  1,309  18,586

期中平均株式数（株）  54,468  52,230

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 

（重要な後発事象）

２【その他】



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月13日

ハイブリッド・サービス株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 川野 佳範  印 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山本 公太  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイブリッド・

サービス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１

月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイブリッド・サービス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年５月12日

ハイブリッド・サービス株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 杉田  純  印 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山本 公太  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイブリッド・

サービス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１

月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイブリッド・サービス株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 


